
　山内　小井土先生、まず、このDMAT
という言葉ですが、これからご説明願
えますか。
　小井土　DMATというのは、Disaster 
Medical Assistance Teamの頭文字を
もってDMATと呼んでいます。日本語
でいうと、災害派遣医療チームという
ことになります。これが創設されたの
は、阪神・淡路大震災の教訓をもとに
しています。阪神・淡路大震災のとき
には、超急性期に災害現場で活動する
医療チームがなかったということで、
それに対してできたのがこのDMATと
いうことになります。阪神・淡路大震
災のときには、防ぎ得た災害死が500
例ぐらいあった可能性があると報告さ
れています。

　その原因として４つ挙げられていま
す。その一つが、先ほど言いました超
急性期に現場で医療を展開する医療チ
ームがなかったということ。２つ目と
しては、災害医療を中心的に担う病院
がなかったということ。３つ目が重症
患者さんの広域搬送が全く行われなか
ったということ。４つ目として、医療
情報を病院間あるいは中央（国レベル、
県レベル）と共有できなかったという
ことがいわれています（表１）。
　この４つの大きな反省点に対して３・
11までで16年間、国として様々な施策
を打ってきたわけですけれども、超急
性期に現場での医療を担うチームがな
かったということに対して、DMATを
立ち上げ、平成17年から隊員養成研修
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を始めています。
　また、地域での災害医療を中心的に
担う病院がなかったということに関し
ては、平成８年から災害拠点病院の指
定・整備を始めて、現時点としては638
カ所の災害拠点病院が全国にあるとい
うことになります。
　重症患者さんが広域搬送されなかっ
たということに関しましては、広域医
療搬送計画というものを作成したとい
うことになります。
　また、全く病院間の医療情報を共有
できなかったということに関しまして
は、広域災害救急医療情報システム、
Emergency Medical Information System、
我々はEMIS（イーミス）と呼んでい
ますけれども、情報ネットワークを構
築することによって、中央と病院、そ
して病院間が医療情報を共有できると
いうネットワークシステムをつくった

わけです。
　山内　そうしますと、比較的近年、
整備されてきたということで、実際に
日本で今、かなり数としても多くなっ
ているということですか。
　小井土　DMATは今、全国で約1,000
チーム、約6,000人の隊員がいます。３
割が医師、４割がナース、そして３割
が業務調整員の方々ということになり
ます（図１）。
　山内　この質問の先生が救急関係の
先生かどうかわからないのですが、基
本的には救急救命活動、あるいはER
関係の先生方だけでもないと見てよろ
しいのでしょうか。
　小井土　今、約6,000人のメンバー
がいて、医師が３割ですから、2,000人
ぐらいの医師がいるわけですけれども、
その４割は救急の専門医の方々です。
それ以外の６割は外科の先生、内科の
先生、整形の先生、麻酔科の先生、様々
な先生たちということになります。
　山内　救急救命の先生方は入られた
ときからある程度心構えというのは習
われていらっしゃるかもしれませんが、
質問にあるような、途中から入られる
先生方の心構えといいますと、どうい
ったものが考えられるのでしょうか。
　小井土　心構えというと非常に難し
くなりますけれども、我々の活動に対
する考え方の基本ということになりま
すと、我々は、阪神・淡路大震災のと
きに500人出た、防ぎ得た災害死をい

表１　阪神・淡路大震災の教訓

•  急性期の現場における医療が欠落
していた。
　―DMAT
• 災害医療を担う病院がなかった。
　―災害拠点病院
•  重症患者の広域搬送が行われなか
った。
　―広域医療搬送計画
•医療情報が全く伝達されなかった。
　 ―広域災害救急医療情報システム
（EMIS）
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かにゼロに近づけるかということが最
終目標なので、それを達成するために
は、CSCA、TTTということを我々の
活動の基本というふうに考えています
（表２）。
　このCSCA、TTTというのは、TTT
に関しては、Triage、Treatment、Trans-
port、すなわちトリアージと応急処置
と搬送ですが、これはよく皆さん、聞
かれていると思います。TTTは、医療
の実践の部分となりますが、これをう
まくやるためには、TTTの前にCSCA
を確立しなければいけないということ
に、DMATにおいては研修で重きを置
いております。
　山内　CSCA、これも何かの略なの
ですね。
　小井土　CSCAというのは、まず最
初のCがcommand & controlというこ

とで、まずは指揮命令系統を確立せよ
ということです。
　そして次のSですけれども、これは
Safetyです。このSafetyは、Self、Scene、
Survivorといいまして、自分自身の安
全、そしてSceneは現場です。そして
Survivor、傷病者ということになりま
すけれども、SelfとScene、自分と現場
の安全を順に確保し、その後Survivor
にアプローチせよということになり、
とにかく安全を確保するということを
非常に重要視しています。
　３番目のCはCommunicationという
ことで、情報ということになりますけ
れども、東日本大震災でも、情報が災
害を制するということを思い知らされ
ました。情報があれば、限られた医療
資源をどこに有効に配分すればいいか
ということがわかるわけですけれども、

図１　DMAT研修の実施、修了者の状況（2005/4/1～2012/6/15）
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いかなる情報をどこから集めるかとい
うことがこのCommunicationというこ
とになります。
　４つ目のAが、集めた情報をいかに
評価（Assessment）して、そしてTTT
のストラテジー（戦略）を立てるかと
いうところが非常に重要になるという
ことになります。
　山内　そのあたり、かなり専門的な
話になるような気もいたしますので、
現実には慣れた先生方の指揮に基づい
てということになると思われますが、
２番目の質問の必要な知識についてと
いうことと絡むと思うのですが、実際
にそういった活動に新たに加わられた
先生方を対象とした研修ですか、こう
いったものはいかがなのでしょうか。
　小井土　DMATの場合は、１つのチ
ームが、ドクターが２、ナースが２、
ロジ（調整員）が１という５人体制で
すので、非常に小さいチームです。た

だ、実際のときには、東日本大震災で
もそうですけれども、被災地に入って
いって、それが集合・合体して大きな
組織として活動するということになり
ます。東日本大震災もDMATは380隊、
1,800人の人たちが被災地に入って活動
しているわけです。その人たちは出る
ときは各病院から小さなチームとして
出ていますけれども、被災地に入れば、
大きな組織としての活動をすることに
なります。
　組織的な活動をするには何が大切か
というと、やはり共通言語を持ってい
なければいけないということになりま
す。共通言語とは何かというと、知識
とか理論とか、あるいは診療手順とい
うものになりますが、組織的に協働活
動する際に、みんなが同じように持っ
ているということになります。
　山内　当然非常に混乱した現場です
から、非常に短い言葉、略語、こうい

表２　災害への体系的な対応に必要な項目

CSCATTT＊

• C：Command 指揮
• S：Safety 安全
• C：Communication 情報
• A：Assessment 評価
• T：Triage トリアージ
• T：Treatment 治療
• T：Transport 搬送

＊英国MIMMS：Major Incident Medical Management and Support

対応の運営部分

提供される医療支援
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ったものも飛び交うわけでしょうね。
　小井土　そうです。その辺をDMAT
隊員養成研修４日間で、徹底的に学ぶ
ということになります。
　山内　ある種のマニュアルのような
ものも存在しているのでしょうか。
　小井土　マニュアルおよび標準的テ
キストと呼ばれるものがあります。そ
ういうものを十分理解することによっ
て、小さなチーム、一度も会ったこと
がない、知らない者同士が集まっても、
ある一定の方向性を持って活動方針を
立てることができるということになっ
ています。
　山内　最後に、もしこういったDMAT
と直接関係していない先生方が自発的
にボランティア的にこういった活動に
参加したいといった場合、どうすれば
よろしいのでしょうか。
　小井土　３・11では多くの先生方が
被災地に入りました。大切なことは、
全く単独の行動をすると有効な活動は
できません。今回、JMAT（日本医師
会）の医療チームが多数被災地に入り
ました。日本医師会は、日本医師会の
メンバーでなくても派遣をサポートす
るという態勢を取っておりました。で
すから、どこかしらの組織に入って、
その組織の一員として活動することが
とても大切だと思います。
　山内　まず登録のようなかたちをす
ることが勧められるということですね。
　小井土　そうです。東日本大震災の

一つの大きな反省点として、急性期チ
ームであるDMATと医療救護班の引き
継ぎがあまりうまくいかなかったとい
うことがあります。それに対して厚生
労働省は、「災害医療等あり方検討委
員会」というところでその対策を立て
たわけですけれども、県災害対策本部
には派遣調整本部というものを今後は
つくる。それは、いろいろ集まってき
た様々な医療チーム、日赤、国立病院
機構、あるいは日本医師会の医療チー
ム、そういうものを県レベルで派遣調
整しようということです。
　そしてもう一つ、県レベルだけでは
全域をカバーできませんので、二次医
療圏に関しては地域災害医療対策会議
というものをつくって、そこで二次医
療圏の医療情報を集めて、調整本部か
ら派遣されてきた医療チームを地域災
害医療対策会議というところで適材適
所に配することをしましょうというふ
うになっています。
　全く個別に行動してしまうと、どこ
に医療ニーズがあるかもわかりません
し、もしもそこでスタートしたとして
も、そのチームが帰ってしまうと、そ
この医療が中断されてしまうので、そ
れはかえって被災地、被災者にとって
は好ましくないですから、必ずそうい
う指揮命令統制下に入って、組織の中
での活動ということが大切だと思いま
す。
　山内　ありがとうございました。
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